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相続税制のゆがみと賃貸住宅市場の非効率性
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１．はじめに

日本の相続税制では、不動産による相続が金融

資産による相続と比較して優遇されている。金融

資産の相続では市場価格や額面額がそのまま課税

評価額になるのに対して、不動産を相続する場合

には、通常、土地については相続税路線価、建物

部分については固定資産税評価額に基づいて評価

される。相続税路線価は公示価格の概ね 割程度、

固定資産税評価額も新築時の価格から 割程度割

り引かれて評価されていると言われており、これ

だけでも相続財産としての不動産の評価額は金融

資産よりも低く評価されることが分かる。

さらに不動産の中でも賃貸住宅は自家居住用の

不動産よりも減額されて評価される。ここで借り

入れをして貸家を建築または購入すると、借り入

れは金融負債であるために、残高がそのまま評価

額となるため、貸家との資産評価額との間に差額

が生じる。この差額を他の相続資産から差し引く

ことによって、相続財産の純額を減額でき、大幅

な節税が可能になる。このような不動産を利用し

た相続税の節税対策は広く認識されており、それ

ゆえ、広範に利用されている。本稿は、このよう

な相続税評価の仕組みが、賃貸住宅市場に及ぼし

ている影響を検討することを目的としている。

以下では、次節で借り入れをともなう賃貸住宅

                                                      
公示価格自体も完全な市場評価額ではなく、特に地価

上昇時には大きく割り引かれて評価される可能性があ

るが、ここではその影響は基本的に考えずに議論を進め

る。

の供給が、相続税の節税で大きな効果を持ちうる

ことを数値例によって説明し、 節ではその賃貸

住宅市場への影響を整理し、最後に結論を述べる。

２．相続税における賃貸住宅（数値例）

不動産の相続税評価における税制上の措置を簡

単に説明しておこう。相続税制における土地の資

産評価額は、相続税路線価に基づいて行われる。

この相続税路線価は、固定資産税評価額よりは高

くなるが実勢価格に近いとされる公示価格の 割

程度になるといわれている。そのため預金として

万円を相続した場合には、額面額がそのまま

相続財産の評価額となり課税される。これに対し

て、同額の市場価値がある土地を保有している場

合には、その相続税評価額は 万円の 割程度

で評価され、 万円程度となる。

賃貸住宅を建設すると、土地の評価は借地権割

合によってさらに割り引いて評価される。例えば

万円の土地であれば、まず路線価評価で

万と評価されたうえで、この価額に

－（借地権割合）×（借家権割合）×（賃貸割合）

の係数をかけることで評価される。すべて賃貸住

                                                      
正確には、相続税路線価に基づいて、土地の形状や奥

行きなどに基づいた補正率をかけて評価される。詳しく

は国税庁ホームページ、相続税 土地家屋の評

価

（最終確認日 年 月 日）

を参照。

国税庁ホームページ 財産の評価 貸家建付

地の評価

特集 相続を巡る諸課題の検討
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宅として供給されており、賃借人がいれば賃貸割

合は（空室があっても、一時的とみなされれば）

として換算される。借家権割合は東京都で で

あり、また、借地権割合は路線価図上で確認でき

るが、たとえば世田谷区上馬 丁目周辺では

である。したがって、このようなケースでは、賃

貸住宅の敷地の評価は相続税路線価に － ×

× ＝ をかけて評価され、その評価額はわ

ずか 万円になり、実勢価格から見ると

× 倍の 割強程度の課税評価額になるのであ

る。

また建物部分についても、固定資産税評価額に

基づいて決まるが、固定資産税評価額自体が新築

価格の概ね 割から 割程度になると言われてい

る。そこから貸家の場合には借家権割合として

％分割り引いて評価される。仮に固定資産税評

価額が新築時の価格の 割程度で評価されるとし

ても、 段階で割り引かれる結果、相続税評価額

は新築時でも 割（ × ＝ ）未満で

しか評価されない。

たとえば、いま、 億 万円の資産を相続す

るケースを考えてみよう。すでに相続人の配偶者

は他界しており、相続人は子供 人だけとする。

この場合、相続税の相続財産に対する基礎控除は

                                                                                
（最終確認日 年 月

日）を参照。

国税庁ホームページ 質疑応答事例・財産評価・貸家

建付地等の評価における一時的な空室の範囲

（最終

確認日 年 月 日）

財産評価基準表 路線価図・評価倍率表

（最終確認日 年 月 日）

財産評価基準表 路線価図・評価倍率表

（最終確認日 年 月 日）

後で説明するように、これに実際の相続時までに減価

償却されるので、相続時の課税評価額はさらに低くなる

可能性がある。

もし、配偶者がいれば 億 千万か、あるいは法定相

続分までは課税を免除されるので、この枠を使ってさら

に大きな節税を得ることも可能となるが、ここではこの

効果が無くても、賃貸住宅を建設することで大きな節税

が可能になることを説明するために、配偶者の控除枠は

考慮しない設定で説明する。

万円であるので、これに基づいて計算してい

こう。相続財産 億 万円がすべて預金であ

る場合の相続税額は以下のように算出される。

（１） 億 万円をすべて預金で相続した場合

① 資産評価額： 億 万円 （＝預金額）

② 課税評価額： 億 万円 （＝ 億 万

円－基礎控除 万円）

③ 相続税額： 万円 （＝税率 × 億

万円－控除 万円）

次に市場価値が 億 万円の不動産を相続す

る場合を考えよう。 万円は自宅であり、土地

は 区画 億円で 区画保有するとする。そのま

までも土地の相続税評価額は約 倍となるので、

概ね両方で 億 万円として評価されるが、相

続に先立って、借り入れをして保有する土地の半

分の部分に 億円かけて賃貸住宅を建設したとし

よう。土地の評価額は路線価評価で、実勢価格の

倍で、借地権割合は で評価されるとする。

建物の評価に使われる固定資産税評価額は新築価

格および自宅の実勢価格のいずれも 倍とする。

借家権割合は 、賃貸割合は とする。この場

合の相続税額は以下のようになる。

（２） 億 万円を不動産（自家用土地（土地

億円・自宅建物 万円）＋空地（ 億円）を相続

する場合

（上記空地１区画分に 億円借り入れて賃貸住

宅を建設したとする。）

① 資産評価額（ 億 万円）

自家用不動産： 億 万円

（＝ 億円× ＋ 万円× ）

                                                      
「 万円＋ 万円×法定相続人の数」までは、基

礎控除分として相続税の課税対象資産とならない。

相続税の速算表（平成 年 月 日以降）

（最終確認日 年 月 日）によると、

億以下の相続額に対する税率は ％、控除額は 万

円となる 億以下の相続額に対する税率は ％、控除

額は 万円となる。
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宅として供給されており、賃借人がいれば賃貸割

合は（空室があっても、一時的とみなされれば）

として換算される。借家権割合は東京都で で

あり、また、借地権割合は路線価図上で確認でき

るが、たとえば世田谷区上馬 丁目周辺では

である。したがって、このようなケースでは、賃

貸住宅の敷地の評価は相続税路線価に － ×

× ＝ をかけて評価され、その評価額はわ

ずか 万円になり、実勢価格から見ると

× 倍の 割強程度の課税評価額になるのであ

る。

また建物部分についても、固定資産税評価額に

基づいて決まるが、固定資産税評価額自体が新築

価格の概ね 割から 割程度になると言われてい

る。そこから貸家の場合には借家権割合として

％分割り引いて評価される。仮に固定資産税評

価額が新築時の価格の 割程度で評価されるとし

ても、 段階で割り引かれる結果、相続税評価額

は新築時でも 割（ × ＝ ）未満で

しか評価されない。

たとえば、いま、 億 万円の資産を相続す

るケースを考えてみよう。すでに相続人の配偶者

は他界しており、相続人は子供 人だけとする。

この場合、相続税の相続財産に対する基礎控除は

                                                                                
（最終確認日 年 月

日）を参照。

国税庁ホームページ 質疑応答事例・財産評価・貸家

建付地等の評価における一時的な空室の範囲

（最終

確認日 年 月 日）

財産評価基準表 路線価図・評価倍率表

（最終確認日 年 月 日）

財産評価基準表 路線価図・評価倍率表

（最終確認日 年 月 日）

後で説明するように、これに実際の相続時までに減価

償却されるので、相続時の課税評価額はさらに低くなる

可能性がある。

もし、配偶者がいれば 億 千万か、あるいは法定相

続分までは課税を免除されるので、この枠を使ってさら

に大きな節税を得ることも可能となるが、ここではこの

効果が無くても、賃貸住宅を建設することで大きな節税

が可能になることを説明するために、配偶者の控除枠は

考慮しない設定で説明する。

万円であるので、これに基づいて計算してい

こう。相続財産 億 万円がすべて預金であ

る場合の相続税額は以下のように算出される。

（１） 億 万円をすべて預金で相続した場合

① 資産評価額： 億 万円 （＝預金額）

② 課税評価額： 億 万円 （＝ 億 万

円－基礎控除 万円）

③ 相続税額： 万円 （＝税率 × 億

万円－控除 万円）

次に市場価値が 億 万円の不動産を相続す

る場合を考えよう。 万円は自宅であり、土地

は 区画 億円で 区画保有するとする。そのま

までも土地の相続税評価額は約 倍となるので、

概ね両方で 億 万円として評価されるが、相

続に先立って、借り入れをして保有する土地の半

分の部分に 億円かけて賃貸住宅を建設したとし

よう。土地の評価額は路線価評価で、実勢価格の

倍で、借地権割合は で評価されるとする。

建物の評価に使われる固定資産税評価額は新築価

格および自宅の実勢価格のいずれも 倍とする。

借家権割合は 、賃貸割合は とする。この場

合の相続税額は以下のようになる。

（２） 億 万円を不動産（自家用土地（土地

億円・自宅建物 万円）＋空地（ 億円）を相続

する場合

（上記空地１区画分に 億円借り入れて賃貸住

宅を建設したとする。）

① 資産評価額（ 億 万円）

自家用不動産： 億 万円

（＝ 億円× ＋ 万円× ）

                                                      
「 万円＋ 万円×法定相続人の数」までは、基

礎控除分として相続税の課税対象資産とならない。

相続税の速算表（平成 年 月 日以降）

（最終確認日 年 月 日）によると、

億以下の相続額に対する税率は ％、控除額は 万

円となる 億以下の相続額に対する税率は ％、控除

額は 万円となる。

貸家用土地： 万円

（＝ 億円× × － × × ）

貸家用建物： 万円

（＝ 億円× × － ）

借り入れ： 億円

② 課税評価額： 万円

（＝ 億 万円－基礎控除 万円）

③ 相続税額： 万円

（＝税率 ×（ 万円－控除 万円））

従って、すべて不動産で相続する際には、それ

に先立って、敷地の一部に借り入れをして賃貸住

宅を建築しておけば、納税額はわずか 万円と

なる。全て預金で相続した場合と比較すると

万円も節税できる。これは借り入れがその残高の

額面額で評価されることを利用した節税方法を組

み合わることで実現できる。

さらに自家用不動産について被相続人と居住用

に供された土地の一部として小規模宅地の特例が

利用できるなら 、面積は一定限度までに制限さ

れるが土地の評価が大幅にされるので、上記の数

値例では相続税は完全に免除されることになる 。

本来 万円支払うはずの相続人が全く支払わ

なくて済むのである。

                                                      
国税庁ホームページ、 相続税 相続した事

業の用や居住の用の宅地等の価額の特例（小規模宅地等

の特例）

最終確認日 年 月

日）

上記の宅地で小規模宅地の特例を適用できるケース

では、以下のようになる（以下の計算式の下線部が減額

を反映した評価割合を示している）。

① 資産評価額（ 万円）

自家用不動産： 万円

（＝ 億円× × ＋ 万円× ）

貸家用土地： 万円

（＝ 億円× × × － × × ）

貸家用建物： 万円

（＝ 億× × － ）

借り入れ： 億円

② 課税評価額： 万円－基礎控除 万円＜

従って、相続税は支払う必要がなくなる。

３．賃貸住宅市場への影響

３．１ 不動産経営のインセンティブ

このような相続税制の歪みが賃貸住宅市場に与

えている影響を考えていこう。通常の賃貸経営で

は、しばしば家賃収入の粗利率として ％程度が

必要であると言われる。先ほどの数値例で考える

と、貸家の土地と建物の建築価格は 億円であっ

たから、その ％の粗利率が必要であるとすると、

万円程度の家賃収入が必要となる。 部屋分

を建築したとしても、一部屋あたり月額 万円以

上の家賃収入がなければ、通常の貸家経営では採

算がとれない計算となる。

これに対して相続税の課税が予想される主体は、

上記のような基本的な賃貸経営以外の節税効果を

考慮する。そのため相続税の軽減効果が予想され

る主体の方が、それが予想されない主体よりも低

い家賃で賃貸経営をしようとするインセンティブ

がはたらく。先の例では、 億円（土地 億＋建

築費 億）の購入のうち、（小規模宅地の特例を考

えなくても） 万円ほどの相続税の節税効果を

考えれば、購入に必要な金額はたかだか 億

万円に過ぎないと換算できる。そうであれば粗利

率が ％としても年間 万円程度の家賃収入が

あれば、十分に採算がとれている計算になる。こ

の場合、 部屋建築すれば、一部屋あたり、 万

円程度の家賃で採算がとれる計算となる。通

常の賃貸経営では 万円でも採算がとれないの

に、相続税対策では 万 円強で採算がとれる

ことになる。さらに小規模宅地の特例を利用して

相続税課税を完全に免除されるのであれば、さら

に低い家賃でも採算が取れることになる。

通常の賃貸経営者と相続税対策による賃貸経営

者が、同じ市場で賃貸住宅を供給するとき、当然

相続税対策の家主は低い家賃での貸家の供給に耐

えられる。しかし、競合する通常の賃貸経営者は

太刀打ちできない。この結果、通常の賃貸経営者

は賃貸住宅市場に参入しようとはしなくなる。

３．２ 賃貸住宅の質への影響

さらに、通常の賃貸経営であれば、建物の耐用
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年数は、耐用年数を高めることによる将来の賃料

収入の増加（の割引現在価値）と耐用年数を高め

るためにかかる費用との関係で決めることになる。

賃貸需要が旺盛な地域に（それが最適な利用法と

予想して）建設するのであるから、転売する可能

性があるとしても、耐用年数が長いほど高く売却

できる。そのため、転売する可能性は耐用年数の

決定には影響を与えない。

これに対して節税目的の賃貸住宅の建設は、相

続税制における建物評価が固定資産税の評価額を

基準に決まるため、固定資産税の評価額を考慮し

ながら耐用年数を決めることになる。相続時まで

の経年劣化分は、経年減点補正率を用いて反映さ

れる 。この補正率については、一般に廉価で品

質が高くない方が早期に減価するため、補正率も

早期に大きく低下し、建物の評価を早期に低下さ

せることができる。そのため、節税を目的として

課税評価を下げたい経営者にとっては、賃貸住宅

の品質を高めるインセンティブは大きく削がれる

ことになる。

さらに、相続税の節税対策として賃貸住宅を供

給する場合には、賃貸住宅での利用がその土地に

とって最も効率的な利用法ではないかもしれない。

たとえば、相続が終われば、戸建て住宅に転用し

て早期に転売しようとするなど別の利用法を考え

ているかもしれない。その場合には、賃借人がで

きるだけ確実に短期に退室してくれる方が望まし

い。このため居住期間が必ずしも明確ではないフ

ァミリー向け賃貸住宅よりも、居住期間と退出時

期が明確な学生向けのワンルームマンションの賃

貸住宅を建築しようとするだろう。このように考

えると、相続税対策による賃貸住宅経営がその節

税効果を利用して市場で支配的になっているため

に、日本では、品質が決して高くはないワンルー

                                                      
詳しくは、資産評価システム研究センター

『平成 基準年度 固定資産税評価のあらまし－土地

家屋を中心に－』

や総務省ホー

ムページ「固定資産税評価基準」

などを参照。

ムマンションの供給が支配的になっていると考え

ることができる。

３．３ 法人による賃貸住宅供給の可能性

法人は不動産を保有していても、そもそも相続

が発生しない。このような法人による賃貸住宅経

営に、相続税はどのような影響を与えるだろうか。

すぐにわかるように、法人には相続税が発生しな

いのであるから、同時に相続税の節税効果も存在

しない。賃貸経営の法人の株式を保有している個

人についても、金融資産として保有株式の評価は

市場の株価に依存する。そのため、不動産会社も

一般の賃貸経営のケースと同様に、相続税対策で

賃貸経営する貸家に対して競争上不利な立場に置

かれるため、その供給を大きく阻害しているとい

えるだろう 。

３．４ 地価を通じた波及

相続税対策によるワンルームマンション経営が

支配的なのであれば、ファミリー向けの賃貸住宅

が、（相続税を課税されない個人や法人などの）一

般の賃貸住宅経営として比較優位を持ちそうであ

る。しかし、相続税対策で土地保有が進む結果、

最終的には地価にその効果が反映（ ）

される。そのため、一般の賃貸住宅経営者が賃貸

住宅を供給しようとしても、地価が節税効果を反

映して高くなってしまっているために、ファミリ

ー向けの賃貸住宅の供給の採算性も低めてしまう。

この結果、ファミリー向けの良質な賃貸住宅の供

給をも阻害する要因になる。

また、地価が高まる効果は、一般の（相続税を

考慮しない）持ち家の購入者に対しても影響を与

える。地価が高まることによって、持ち家の規模

や品質を低下させざるを得なくなるからである。

以上のように考えてくると、日本の住宅事情の悪

さの大きな要因の一つとして、相続税の課税の歪

みが影響していることは間違いないだろう。

                                                      
本稿では事業継承税制における非上場株式の納税猶

予の議論については、議論が複雑になる一方で、本稿の

議論の本質的な問題ではないので考えていない。



土地総合研究 2019年夏号 69
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４．おわりに

本稿では相続税制における不動産評価の優遇が

賃貸借市場を大きく歪め、さらには日本の住宅事

情の悪化を招来していることを説明した。相続税

課税の問題は、基本的には金融資産と不動産の間

の課税評価の違いにある。そのため、相続税制に

おける不動産の評価を金融資産の評価方法に近づ

け、不動産保有と金融資産保有で相続税が中立的

になるように相続税制を改正する必要がある。

そもそも、賃貸住宅の評価が、自家用不動産よ

りも低くなる論拠は全くない。賃貸している部分

は相続時に相続人が利用できず、借家権として借

り手の資産として評価することになるから、家主

と借り手の間で不動産の価値を按分する必要があ

るという点がその理由なのかもしれない。しかし、

不動産の利用が制限されて借家権に価値が発生す

るとしても、家主は賃料債権を同時に取得してお

り、この債権価値の評価を相続資産の評価に同時

に反映させなければならないはずである。そして、

この借家権の価値と賃料債権の差額部分は、結局

不動産価格に反映されているはずであるから、こ

れらの理由は、評価を減額する理由には全くなら

ない。

相続税課税時における不動産評価の問題は、さ

らに、その優遇ゆえに売却時期を相続税後に延期

するなどの問題や、都市農地の評価価格の優遇に

よる転用や有効利用の阻害などの問題も引き起こ

しており、固定資産税などの不動産保有税や譲渡

所得税制などとの整合性、中立性のあり方も問わ

れている。また相続税制は、経済主体の保有資産

の再分配を通じて、所得分配の公平性を追求しう

る。この点で、本稿で議論したような水平的な公

平性の議論だけでなく、垂直的公平性の観点から

の改正の議論も必要とされている。
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